
1

「東京中部間連系設備に係る広域系統整備計画」

佐久間東幹線（山線）他増強工事の工事費増額に関する

検証を踏まえた今後の対応について

2023年3月29日
広域系統整備委員会

事務局

第67回 広域系統整備委員会
資料２ー3



2工事費増額を踏まえた佐久間東幹線(山線)他増強工事の扱いについて

◼ 東京中部間連系設備に係る広域系統整備計画は、東日本大震災において大規模な電源喪失にお
ける供給力不足により、計画停電など国民生活や日本経済に影響を与えたことから、周波数が異なり、
広域的な融通が限定的であった東京中部間の連系設備を大幅に増強し、災害や事故による供給力
の低下に対応するというセキュリティの観点からの増強を目的とするものである。

※ なお、電力の広域的取引の拡大による便益も将来的な視点では十分検討の余地があるものの、セキュリティ
の強化が主たる目的となっている。

◼ 今般の工事費増額を踏まえても、昨今の連系線としての活用状況に鑑みれば、東京中部間連系設
備は、需給ひっ迫時には最大限活用されており、その重要性は増している。また、平常時も市場分断
が多く発生しており、本工事による増強の価値は引き続き高い。

◼ このため、電発NWが事業実施主体である佐久間東幹線（山線）他増強工事については、検証を
踏まえ、着実に工事を進めていくこととする。



3

出典：第9回電力需給検証小委員会（2015年4月3日）
資料6 地域間連系線の増強について

（参考）①電力需給検証小委員会における増強の必要性
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※ 2018年度以降は電力融通を織り込んだ手法に変更
出典：2021年度までは需給検証報告書、2022年度は電力・ガス基本政策小委員会資料（夏季：第51回資料3-1、冬季：第53回資料3-2）

（参考）②FC増強による予備率改善への期待

◼ 近年では電源の新増設がある一方で、カーボンニュートラルを見据えた非効率火力の廃止も進んでおり、
補修時期のさらなる調整やkW公募による供給力の追加確保などを実施することで、かろうじて安定供
給に必要な予備率を維持している。

◼ 供給力を広域的に最大限活用するためには連系設備の増強であり、東京中部間での分断は特に多く、
設備増強への期待も高い。

エリア 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

北海道 10.4 15.1 16.7 12.2

5.3 7.1

16.2 21.4

東北 4.5 4.3 10.1
3.9

3.7 3.7

東京 9.0 6.4 3.0

中部 7.6 4.8 4.2

9.5 5.5 8.2

北陸 9.9 10.3 13.7

関西 3.0 8.2 8.4

中国 8.1 13.4 21.6

四国 16.1 6.9 21.4

九州 3.0 18.5 10.7

9エリア 7.0 8.4 8.0 7.2 5.4 7.7 4.1 4.2

厳気象H1需要に対する予備率の推移

冬季（1月）

（単位：％）

夏季（7月）

エリア 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

北海道 14.5 16.2 16.9 16.5

6.8

4.7
8.7

7.9

東北 7.1 8.0 14.5
4.6 3.0 4.1

東京 6.4 6.4 12.6 3.2

中部 6.0 3.1 3.0 7.9

5.4 6.1 4.8

北陸 7.3 10.5 11.3 5.2

関西 4.3 9.3 18.3

7.9
中国 7.8 15.9 14.0

四国 7.5 10.4 12.6

九州 5.8 8.9 6.8

9エリア 6.5 8.0 11.8 6.7 6.8 4.4 5.4 4.6



5（参考）③東京中部間連系設備による広域融通の重要性

◼ 2020年度冬期（12月末から１月初）、2021年度３月下旬、2022年度６月末には東京エリアを
含めた電力需給ひっ迫が発生。

◼ 特に2021年度３月22～23日に発生した東北、東京エリアの需給ひっ迫では、震災後では初めての
需給ひっ迫警報が発令された。

◼ この需給ひっ迫は福島沖地震による電源の停止（それに伴う東京東北間連系設備の運用容量低
下）と降雪など３月としては異例の低温となったことによる需要の増加が要因となっている。

◼ 需給ひっ迫の対応では東京中部間連系設備（180万kW）をEPPSマージンも最大限活用しても、
東北・東京エリアで必要な供給力を確保できないことから、電力需給ひっ迫警報の発令に至っている。
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＜3/22～3/23 東京中部間連系設備の潮流実績＞

運用容量 潮流実績

※ 運用容量と潮流実績の差分は直流変換所による送電損失ロス分

3月22日 3月23日

送電量合計
180万kW
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◼ 2022年4月1日から2023年3月15日の東京中部間連系設備での市場分断実績を確認したところ、
およそ3分の1のコマ(16,752コマ中5,925コマ)で市場分断が発生していた。

◼ また、市場分断が発生していたコマでの市場間値差の平均は7.88円/kWhであった。

（参考）④市場分断実績

東京中部間連系設備潮流実績(2022年4月1日～2023年3月15日)

[MW]

[時間]

順方向(中部向け)を正としてコマ毎の値を表示

2022/4/1 2023/3/15


